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居宅支援事業所が作成する
ケアプランを点検した結果、
個々の介護支援専門員によっ
て一連のケアマネジメントプロセ
スにおける課題に差があり、そ
れぞれの資質に応じた個別の
助言指導が望ましいと考えら
れるが、点検作業にかかる担
当者の負担は大きく、網羅的
な点検は困難であることから、
対象者の選定や点検、助言
方法を改めて検討する必要が
ある。
従来の書面提出方式だけで
なく、面談方式、管理者に対
する指導上の助言など、複数
の方法から有効な方法を選択
的に実施することで、利用者の
自立支援に資するケアマネジメ
ントプロセスが提供されるよう
支援したい。
住宅改修の全件点検について
は今後は計画に基づき継続し
つつ、点検方法については、リ
ハビリ職等による専門的アドバ
イスを導入しつつ、より適正化
を図っていく必要性がある。

要介護認定調査及び福祉用具
購入（76件）、住宅改修（事前申
請分49件）の全件確認を実施。
ケアプラン点検については、１事
業所の１名分のケアマネジャー
のプランを18件点検実施。点検
結果として実態も把握でき、課題
分析やアセスメントの方法などケ
アマネジャーの資質向上に向け
た支援も行った。また委託の予
防支援のケアプランは14事業所
の85件の点検実施。縦覧点検等
は国保連に委託実施。特にケア
プラン点検については、目標を
上回る件数で実施できた。

・要介護認定適正化　全
件確認
・ケアプラン点検　運営指
導を行った２事業所のケア
プランを点検
・住宅改修等の点検　全
件確認
・医療情報との突合、縦覧
点検　国保連への委託実
施

・要介護認定業務分析データ
等を活用しながら認定調査の全
件確認
・運営指導を行った居宅介護支
援事業所のケアプラン点検数
・住宅改修事前申請に基づく全
件確認。福祉用具購入申請に
基づく全件確認。

・要介護認定の適正化　全件確認
・ケアプランの点検　年１２件程度
・住宅改修等の点検　事前申請の
内容を点検後、全件現場確認。
福祉用具購入・貸与については、
購入前後のケアプランチェックを通し
確認。
・医療情報との突合、縦覧点検
国保連へ委託

・要介護認定の適正化
・ケアプランの点検
・住宅改修等の点検
・医療情報との突合、縦覧
点検

保険者である本町が行う適
正化事業は、高齢者等が
可能な限り住み慣れた地域
でその有する能力に応じ自
立した日常生活を営むことが
できるようにするとともに、限ら
れた資源を効率的・効果的
に活用するために、保険者が
本来発揮するべき保険者機
能である。そのため、本町で
は介護給付適正化計画を
第９期介護保険事業計画
に合わせて策定し、PDCAサ
イクルに基づいて実施するこ
とで、保険者の責任において
費用の適正化を図る。
適正化事業の実施主体は
保険者だが、適正化事業の
推進に当たっては、広域的
視点から保険者を支援する
山梨県、国保連介護給付
適正化システムにより適正化
事業の取り組みを支える山
梨県国民健康保険団体連
合会と現状認識を共有し、
連携して取り組んでいく。

4
介護給付適正化
の推進

第9期介護事業計画取り組み内容 令和７年度（実績評価）
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2

Ⅰ（１）①保険者として、地域密着介護サービ
ス事業所運営基準や運営指導ポイントなどの
理解習得に努める事、担当者間での指導内
容の統一などを重ねることにより、適切な指
導支援を目指す。事業所内の人員配置や帳
票・記録類の整備状況等改善指導を行った事
業所については、今後の改善状況等の確認
も必要と考える。
②地域ケア個別会議は12例実施し、地域ケア
推進会議で個別支援から上がった地域課題
の集約についてのアドバイスをいただいたた
め、Ｒ8年度は、地域ケア個別会議への県の
アドバイザー派遣を依頼する予定で、地域課
題の整理の方法の助言をいただき、地域ケア
推進会議で実用的な施策へと発展していきた
い。
③高齢者を取り巻く制度についての知識や活
用にあたっての方法等について、専門の講師
を迎えて実施していく。さらに居宅介護支援事
業所管理者である主任介護支援専門員連絡
会が配置される中で、介護支援専門員の資
質の向上を目指す介護支援専門員研修会の
企画・運営等への協力を今後検討していきた
い。
④認知症についての相談件数が増えている
中、常に初期集中支援チームが対応できるよ
う体制を整えている。
⑤Ｒ7年度は、認知症キャラバンメイト連絡会
を開催することができ、今後の取り組みの後
方支援をしていき、認知症サポーターの養成
や積極的な活動を期待したい。
⑥地域リハビリテーション活動支援では、リハ
ビリ職だけではなく、栄養士や歯科衛生士等
必要な専門職も地域で支援できるようにした。

①事前提出資料を参考に、日程確認・指
導のポイント（運営基準・加算内容等を参
考に）・役割分担等を確認し指導当日の
準備を行い事業所の負担軽減も含めて指
導を実施。
②Ｒ4.5.6と7年度の途中までの地域ケア
個別会議で抽出された地域課題を整理
し、地域ケア推進会議をおこなった。推進
会議での県のアドバイザーより、課題の
主体がちりばめられているのでまとまって
おらず、課題を構造化する案をいただい
た。
③Zoom研修のメリットもあったが、集合研
修をしたことで、ケアマネ同士の意見交換
や情報の共有もできた。研修内容として、
権利擁護や障害サービス等ケアマネの対
応に必要な知識とスキルなどを学ぶこと
ができた。
④初期集中支援が常時実施できる体制を
維持した。
⑤認知症キャラバンメイト連絡会を会員11
名で認知症サポーター養成講座等の実施
について検討を重ね、8年度に養成講座を
実施予定。
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①地域密着型事業所の運営指導
を、地域密着型通所介護事業所２
か所、小規模多機能型居宅介護
支援事業所１か所、居宅介護支援
事業所１か所実施。
②自立支援型の地域ケア個別会
議を隔月で年６回開催した。その
個別ケースについての課題を解決
するための地域の支援として必要
なことを整理・集約して、地域ケア
推進会議を１回実施。
③富士北麓地域7市町村包括支援
センター合同で、管内介護支援専
門員研修会を企画し、年度内に４
回実施。
④令和７年度の初期集中支援対
象者は無かったが、認知症サポー
ト医との協力体制を確保し、常に
対応できる状況を維持した。
⑤認知症月間に町の朗読ボラン
ティアの会「エトワールの会」と協
働して認知症予防教室を実施。認
知症キャラバンメイト連絡会を始動
し3回連絡会を実施。
⑥地域リハビリテーション活動支
援事業（福祉用具の提案、生活動
作や運動方法等の助言）を１１回
実施。
・一般介護予防事業は、合計581
回開催し、参加者数208人（延べ参
加者数5,121人）で高齢者の２．
８％。

地域包括支援センター運営
協議会において、地域包括
支援センターの事業内容や
事業の成果などについて検
討をおこなう。また、そこで得
られた評価や課題について
は、適正な事業を図るため、
今後の運営や計画の見直し
時に反映する。

①地域密着型サービス事業者への
運営指導（指標：指定有効期間中
に1回）
②医療介護に関わる多職種が参
加する地域ケア会議の開催（指標：
年に６回の定期開催の定着）
③ 介護支援専門員に対する研修
会の実施（指標：年間５回）
④認知症初期集中支援チームによ
る支援会議の実施（月１回）
⑤地域における団体グループ活動
が促進できるように周知、人材、
サービス利用者のコーディネート、
マッチングの実施（指標：地域におけ
る団体・グループ活動等への参加
者の増加）
⑥地域リハビリテーション支援事業
における専門職の活用（訪問等の
場を活用した介護予防ケアマネジメ
ントの向上に資する助言や介護施
設の職員等への助言の回数が年６
件以上）

・介護支援専門員の資
質の向上：自立支援意
識の再確認及びケアマネ
ジメントプロセスの実施
・一般介護予防事業評
価の検討:男性参加者の
増加、地域差の減少、
住民主体の取り組みの
増加
・疾病予防及び重症化
予防への取り組み：健診
の受診率向上・保健指
導の充実・認知症施策
の充実
・高齢者を取り巻く関係
者・他職種間の連携:地
域ケア個別会議の定期
開催

令和7年度の1号認定率
は15.5％で9期計画の推
計の14.7％を上回ってい
る。今後も増加が見込ま
れるため、高齢者の生活
機能の低下を防止し、自
立支援と重症化予防の
取り組みが急務である。
また、認知症高齢者や
介護と医療の両方を必
要とする高齢者の増加が
見込まれるため、行政の
みならず、日頃から地域
における交流や支援の
ネットワークづくりなどの地
域共生社会への取り組
みと在宅における介護と
医療の連携の推進が重
要になる。

自立支援・重
症化防止の
取り組み


